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評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：エチオピア国 案件名：ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画 

分野：自然環境保全・森林資源管理/保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部森林・自然環境保全

第２T 

協力金額（評価時点）：3.62 億円  

(R/D): 2003 年 10 月 1 日～ 

2006 年 9 月 31 日 

先方関係機関：オロミア州農村土地・自然資源

管理局(OARDB) 

(延長): 日本側協力機関： 

(F/U) : 他の関連協力：特に無し 

 

 

協力期間 

(E/N)（無償）   

１-１ 協力の背景と概要 

エチオピア国（以下「エ」国）は、かつては国土面積の約 35％（約 42 百万 ha 相当）が

森林で占められていたといわれるが、不適切な土地利用や過度の森林伐採、人口増加等に

より、森林は面積的にも質的にも減少・劣化した。国連の報告によると、2000 年時点では

森林面積は約 4.5 百万 ha にまで減少し、森林保全のため管理されている土地は、国土面積

の約 2％のみであるとされている。 

こうした事態に対処するため、「エ」国政府は全国森林優先地域（NFPA、現在は州森林優

先地域；RFPA）の選定等、森林保全のための施策を打ち出しているが、その実施は十分で

はない。  

このような状況に対処すべく、JICA は「エ」国政府からの要請に基づき、同国の中でも

貴重な森林生態系を有している南西部地域の森林保全に関するマスタープランの策定を目

的とした、開発調査「エチオピア国南西部地域森林保全計画調査」（1996 年～1998 年）を

実施した。オロミア州ベレテ・ゲラ森林優先地域（150,000ha）の森林・地域社会調査の実

施、地形図・植生図を作成し、これら調査結果に基づき、森林管理計画策定に必要な提言

を行った。 

また、「エチオピア国自然環境保全協力基礎調査団」（2002 年 3 月～4 月）により、ベレ

テ・ゲラ森林優先地域においては居住地や農地の拡大により天然林が毎年減少しており、

森林資源の有効利用、森林生態系の保全のための早急な対策が必要であることが改めて確

認された。本調査の結果を受け、2002 年 6 月、「エ」国政府はベレテ・ゲラ森林優先地域内

の二つの郡（セカ・チョコルサ郡、ゲラ郡）において住民参加型による村落森林管理計画

の策定・実施を目的とした技術協力プロジェクトの正式要請を我が国に対して行った。 



 

１-２協力内容 

ベレテ・ゲラ森林優先地域の森林面積減少に対処するため、オロミア州、ジンマゾーン、

ベレテ郡、サカ・チョコルサ郡の職員の能力を向上させつつ、住民参加型森林管理システ

ムのモデルを策定する。 

 

（１）上位目標 

ベレテ・ゲラ森林優先地域内外において、地域住民による森林管理が持続的に行われて

いる。 

 

（２）プロジェクト目標 

ベレテ・ゲラ森林優先地域内のプロジェクト対象村落において、住民が参加型森林管理

を持続的に実施する。 

 

（３）アウトプット 

アウトプット１：参加型村落調査に基づき、対象村落が決定される。 

アウトプット 2：森林官と開発普及員等の森林管理技術および参加型計画立案、評価・モ

ニタリングに関わる技術が向上する。 

アウトプット 3：対象村落内の森林管理・土地利用上の境界線が確定される。 

アウトプット 4：対象村落内の地域住民の自然資源管理能力が向上する。 

アウトプット 5：ベレテ・ゲラ森林優先地域において適切な参加型森林管理のシステムが

策定される。 

アウトプット 6：参加型森林管理に関する情報及び教訓が関係者間で共有される。 

 

（４）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：    4 名 機材供与：   総額 0.53 億円 

短期専門家派遣：    5 名 ローカルコスト負担：総額 0.34 億円 

研修員受入： 本邦 7名、第三国 8名 その他（研修費等）：総額 0.22 億円 

相手国側： 

カウンターパート配置： 38 名  

土地提供        ローカルコスト負担：カウンターパート給与 

 

 

 

 

 



 

２. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野：氏名  職位） 

団長・総括    勝田 幸秀  JICA 地球環境部第 1グループ長 

参加型森林管理 柴田 晋吾  農林水産省林野庁森林整備部計画課 

評価計画     吉倉 利英  JICA 地球環境部森林・自然環境保全第２チーム

評価分析     森 真一   有限会社アイエムジー代表取締役 

調査期間 評価分析団員 2006 年 6 月 04 日～2006 年 6 月 24 日 

他団員      2006 年 6 月 11 日～2006 年 6 月 24 日 

評価種類：終了時評価 

３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

対象地域において住民による森林管理組合が形成されて、対象小集落及びオロミア州政

府との間で森林管理仮契約が署名され、仮契約に基づいて森林管理のモニタリングを積極

的に行っていることから、プロジェクト目標はほぼ達成されたといえる。 

指標１「プロジェクトの支援を受けた対象村落の 70%以上が、森林管理活動を継続的に実施

する。」：二つの対象村落（ガンダ）における各一つの対象小集落がプロジェクトの支援に

より、森林管理仮契約に記載された森林管理活動を持続的に行っていることから、本指標

は満たされている。 

指標２「プロジェクトの支援を受けた地域住民の 70%以上が、プロジェクト参加後、森林の

蚕食（農民と共に毎年行うフィールド調査により推定される）を減少させる。」：対象とな

った二つの小集落の森林は伝統的な方法により利用・保全されており、森林管理仮契約は

対象地域の住民が森林を使う権利をオロミア州政府が正式に保証するものとなっている。3

回にわたって行われたモニタリングにより、プロジェクトの対象地域の住民は森林の破壊

活動を一切行っていないことが明らかになったため、本指標は満たされている。 

指標３「対象村落とオロミア州政府との間で、「森林管理契約」が締結される（2006 年 9

月）。」：森林管理仮契約が、対象小集落とオロミア州政府との間で 2005 年 8 月に締結され

た。1年間のモニタリングの結果を受けて、森林管理仮契約は再検討され、正式な森林管理

契約の締結若しくは仮契約の延長に向けた手続きが 2006 年 8月中旬までに行われる予定で

あることから、本指標はほぼ満たされている。 

 

アウトプット１：森林のタイプや住民の利用状況を踏まえ、対象村落を選定した。さらに

実施単位としては、行政組織でなく社会組織を用いること、およびプロジェクトの限られ

た実施能力を鑑みて、小集落（アファロ、チャフェ）が適切と判断された。一方、参加型

森林管理および村落振興活動について、参加型のベースライン調査の結果を基に行動計画

が策定された。 

アウトプット２：既存の研修プログラムが活用されたが、カウンターパートの技術面、運

営面の能力が研修プログラム、ワークショップおよび OJT を通じて向上した。 



 

アウトプット３：ワークショップや GPS 測量により、対象小集落の人々の間で暫定的境界

線が確定された。 

アウトプット４：森林管理組合のメンバーを代表する執行管理委員会がそれぞれの小集落

で定期的に開催される一方、メンバーの過半数の参加による総会が数回開催された。森林

管理組合及び農業・村落開発事務所の権利と責任を規定した森林管理仮契約（暫定的境界

を示す地図を含む）が、2005 年 8 月にアファロ及びチャフェ小集落で締結された。 

アウトプット５：森林管理組合による合同モニタリングの結果を受けて、仮契約の終了期

限である 2006 年 8 月中旬まで、森林管理契約締結若しくは仮契約の延長に向けて森林管理

仮契約は再検討されることとなる。 

アウトプット６：プロジェクト活動の情報は、他のドナー、NGO、連邦政府に共有されてお

り、利害関係者の意識の向上に役立っている。 

 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

天然林を地域住民の参加によって守るべきことはオロミア州政府の法律・政策と整合し

ている他、住民参加による自然資源管理は、JICA のエチオピアに対する援助政策の柱の一

つである。また、住民へのインタビュー調査によると、回答者はすべて、森林管理仮契約

によって自分たちが森に住んで利用する権利が確保された、と非常に満足していており、

住民のニーズと一致している。 

 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性は高い。森林管理仮契約の実施をつうじて森林管理システムはほ

ぼ完成しており、まもなく正式の森林管理契約の締結若しくは仮契約の延長へと進むこと

が見込まれていることから、アウトプット 5 がほぼ達成されつつある。アウトプット 1～4

はプロジェクト目標の達成にそれぞれ寄与し、アウトプット 6 は今後の上位目標の達成へ

の道筋を作っている。以上より、プロジェクト目標もほぼ達成されたといえる。 

 

（３）効率性 

以下の理由により、プロジェクトの効率性はあまり高くない。(1) 短期専門家の TOR が

エチオピア側カウンターパートと日本人専門家の間で十分な協議がなされないまま、専門

家が派遣された。(2) オートバイや GPS 等の一部の機材が有効に活用されていない。(3)す

べてのカウンターパートが、自らの所属先の行政事務とプロジェクト関連活動の両方の職

務を遂行していることから、プロジェクトに十分な時間を割くことができず、プロジェク

トの円滑な遂行が若干滞った。 

 



 

（４）インパクト 

参加型森林管理に関わる研修等を通じ、カウンターパートの意識が向上した。また、住

民に対するインタビュー調査によると、製粉機の供与、道路の補修、改良養蜂箱の普及に

より、収入向上が期待される。さらに、森林管理仮契約の締結と実施は、森林管理組合の

参加メンバーに、森林内に住み、森林を利用する権利が公式に確保されたとの安心感をも

たらした上、森林保全への意識が高まっており、大きな社会的インパクトが確認されてい

る。これらプロジェクトの効果として、対象村落周辺の住民も森林管理仮契約に高い関心

を持っており、今後、ベレテ・ゲラ優先地域内で拡大していくこと（上位目標の達成）が

見込まれる。 

 

（５）自立発展性 

ゾーンと郡政府の行政能力は未だ低く、独自で森林管理契約を他の地域に拡大していく

だけの運営・組織能力を有していないこと、また、本プロジェクトの実施中エチオピア側

はカウンターパートの給料以外のローカルコストはほとんど負担しておらず、森林管理契

約を他の集落に拡大していく財政がないことにより、自立発展性は低いと判断される。技

術面においても、カウンターパートの住民への支援や継続的なモニタリングの実施におい

て、一層の技術向上が求められる。ただし、意識面においてカウンターパートおよび住民

の双方に向上が見られており、今後、自立発展性を向上させていく基盤が整いつつあると

いえる。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

カウンターパート及び地域住民に対する、参加型自然資源管理の研修やワークショップ、

類似プロジェクトの見学は、プロジェクト関係者の意識向上に非常に役立ち、森林管理仮

契約の締結へとつながった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

供与した製粉機の運営組織の形成を通じて、住民の組織力が強まり、森林管理組合の円

滑な運営につながっている。また、村落振興活動の実施により、プロジェクト側が住人の

声に耳を傾ける姿勢を見せられたことから、住民の関心が高まり、森林管理組合の形成へ

とつながった。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 



 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト開始当初のカウンターパートのモティベーションの低さ及び日本人専門家

の多忙といった双方の要因により、カウンターパートのプロジェクト運営、特に意思決定

における関与が限られており、効率性や自立発展性に影響したと考えられる。しかし、プ

ロジェクトの進行に従って、カウンターパートの意識が高まり、次第に積極的に運営に関

わるようになってきた。 

 

３-５ 結論 

(1)エチオピア政府の政策、住民のニーズ、日本の援助政策と、それぞれ整合しているこ

とから、プロジェクトの妥当性は高い、(2)参加型森林管理システムは実際上ほぼ完成して

おり、プロジェクトの有効性は十分である、(3)供与機材が必ずしも有効に使われておらず、

プロジェクトの効率性はあまり高くない、(4)地域住民に、森林で暮らして森林を利用する

上での安心感をもたらしており、プロジェクトのインパクトは非常に高い、(5)制度面、財

政面、技術面の持続性に欠け、プロジェクトの自立発展性は低いが、住民およびカウンタ

ーパートの意識変化が今後の改善に寄与すると期待される。 

以上により、本プロジェクト実施の「妥当性」「有効性」「インパクト」は高いと判断さ

れるものの、「効率性」と「自立発展性」に課題がある。しかし、意識面の変化など改善・

向上に向けた基盤が整いつつある他、実施の妥当性（政策との整合、住民のニーズ等）は

引き続き高いことから、効率性や自立発展性の確保に留意しつつフェーズⅡプロジェクト

を検討・実施することにより、上位目標の達成が期待できる。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

• プロジェクト終了時までに、残りの活動を完了させる。具体的には、森林管理仮契約

の締結までのプロセスにおける経験や教訓を整理するとともに、2006 年 8 月に期限が

切れる森林管理仮契約の延長若しくは本契約化を支援する。また、政府関係者、NGO や

他ドナーを招いて公開セミナーを実施する。 

• プロジェクト供与機材をエチオピア側に引渡し、適切に記録・管理されるための体制

を築く。 

• 本プロジェクトのフェーズⅡ（4年間のプロジェクトを実施）として、これまでの仮契

約のプロセスを踏まえた参加型森林管理ガイドラインを整備するとともにベレテ・ゲ

ラ森林における森林管理組合のアプローチのガイドラインをまとめるとともに、ベレ

テ・ゲラ森林優先地域内の他村落に参加型森林管理を普及する。また、自立発展性を

確保するために、エチオピア側のローカルコストの負担をプロジェクトの実施・継続

の条件とする。 

 

 



 

３-７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実

施、運営管理に参考となる事柄） 

• カウンターパートがプロジェクトの運営や意思決定において効果的に関わることがで

きるための仕組みと環境を整備する。 

• 類似プロジェクトを見学する機会をプロジェクト初期段階に設け、関係者の意識向上

を図る。 

• 本プロジェクトにおける参加型森林管理計画は、村落振興活動を通じた自然資源管理

能力の向上もねらいとしていることから、原則として、村落振興活動は森林管理と同

じレベル（村落・集落等）で実施する（ただし、現地の状況を勘案する）。 

 

３-８ フォローアップ状況 

プロジェクト期間の終了時（2006 年 9 月末）までに、エチオピア側が一定のローカルコ

ストを負担することが、フェーズⅡ開始の条件となる。フェーズⅡプロジェクトにおいて

は、主にフェーズⅠの実績を踏まえた参加型森林管理ガイドラインを整備し、ベレテ・ゲ

ラ森林優先地域内に普及するとともに、森林資源管理におけるカウンターパートや住民の

能力強化を図る。 
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第 1 章 評価調査の概要 

 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 
 

本プロジェクトは、2003 年 10 月から開始され、ベレテ・ゲラ森林優先地域内における参加型

森林管理体制の確立を目指し、オロミア州農業・村落開発局（OARDB）をカウンターパート機関と

して協力を実施してきた。 

本調査は 2006 年 9 月のプロジェクト終了前に、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、今

後の自立発展性の見通し等の観点から、エチオピア側評価調査団と合同でプロジェクトを評価し、

また、その結果を踏まえ、プロジェクト終了の適否やフォローアップの必要性を判断するととも

に、今後の提言や教訓を導き出すことを目的として実施する。 

 

 

1-2 調査団の構成 
 

1-2-1 調査団員構成 
＜日本側＞ 

・団長/総括     勝田 幸秀 JICA 地球環境部第１グループ長 

・参加型森林管理  柴田 晋吾 農林水産省林野庁森林整備部計画課 

・評価計画     吉倉 利英 JICA 地球環境部第１グループ（森林・自然環境保全） 

第２チーム ジュニア専門員 

・評価分析     森  真一 （有）アイエムジー代表取締役 

 

＜エチオピア側＞ 

・Nugusu Feyisa       Team Leader, Wildlife Conservation Team, OARDB 
・Tibebu Tadesse      Team Leader, Forest Conservation Team, OARDB 
・Siraj Kedir         Director, Planning, Inspection & Statistics Directorate of Oromia Regional 

Government’s President Office        
 

1-2-2 調査期間 

2006 年 6 月 4 日から 6月 23 日（森） 

2006 年 6 月 11 日から 6月 23 日（勝田、柴田、吉倉） 

 

 

1-3 対象プロジェクトの概要 

 

1-3-1 背景と概要 

エチオピア国（以下「エ」国）は、かつては国土面積の約 35％（約 42 百万 ha 相当）が森林
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で占められていたといわれるが、不適切な土地利用や過度の森林伐採、人口増加等により、森

林は面積的にも質的にも減少・劣化した。国連の報告によると、2000 年時点では森林面積は約

4.5 百万 ha にまで減少し、森林保全のため管理されている土地は、国土面積の約 2％のみであ

るとされた。こうした事態に対処するため、「エ」国政府は全国森林優先地域(NFPA、現在は州

森林優先地域；RFPA)の選定等、森林保全のための施策を打ち出しているが、その実施は十分で

はない。 

 

このような状況の中で、JICA は「エ」国政府から日本国政府への要請に基づき、同国の中で

も貴重な森林生態系を有している南西部地域の森林保全に関するマスタープランの策定を目的

とした、開発調査「エチオピア国南西部地域森林保全計画調査」（1996 年～1998 年）」を実施し

た。この中で、オロミア州ベレテ・ゲラ森林優先地域（150,000ha）の森林・地域社会調査の実

施、地形図・植生図を作成し、これら調査結果に基づき、森林管理計画策定に必要な提言を行

った。 

 

また、「エチオピア国自然環境保全協力基礎調査団」（2002 年 3 月～4 月）により、ベレテ・

ゲラ森林優先地域においては、居住地や農地の拡大により天然林が毎年減少しており、森林資

源の有効利用、森林生態系の保全のために早急な対策が必要であることが改めて確認された。

本調査の結果を受け、2002 年 6 月、「エ」国政府はベレテ・ゲラ森林優先地域内の二つの郡（セ

カ・チョコルサ郡、ゲラ郡）における住民参加型による村落森林管理計画の策定・実施を目的

とした技術協力プロジェクトの正式要請を日本国政府に対して行った。 

 

日本政府は 2002 年 12 月に事前評価調査を実施し、その結果、特に森林優先地域のプロジェ

クト対象村落内外において、地域住民による森林管理が持続的に行われることが重要であると

判断した。2003 年 9 月に JICA とオロミア州農村土地・天然資源管理庁（当時、現オロミア州

農業村落開発局）はプロジェクトの枠組みを示した R/D に署名し、2003 年 10 月 1 日より 3 年

間を協力期間とする本プロジェクトを開始した。 

 

 

1-3-2 プロジェクトの内容 

(1)上位目標    ：ベレテ・ゲラ森林優先地域プロジェクト対象村落内外において、地域

住民による森林管理が持続的に行われている。 

(2)プロジェクト目標：ベレテ・ゲラ森林優先地域内の対象村落（ガンダ）において、住民が

参加型森林管理を持続的に実施する。  

(3)アウトプット：  

１. 参加型のワークショップや現地調査などの手法に基づき、対象村落（ガンダ）が決定さ

れる。 

２. 森林官・開発普及員等の森林管理技術および参加型計画立案、評価・モニタリングに関
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わる技術が向上する。 

３. 対象村落内の森林管理・土地利用上の境界線がすべての主要利害関係者間で同意される。 

４. 対象村落（ガンダ）内の地域住民の自然資源管理能力が向上する。 

５. ベレテ・ゲラ森林優先地域に適した参加型森林管理手法が明確化される。 

６. 参加型森林管理に関する情報および教訓が関係者間で共有される。 

  

(4)活動：  

1-1 参加型基礎調査を実施する。 
1-2 地域内の利害関係者について分析を行う。 
1-3 対象候補村落（ガンダ）で森林管理、村落振興活動に関する合意形成を目的としたワー
クショップを開催する。 

 

2-1 森林官・開発普及員の業務内容を分析し、研修ニーズを把握する。 
2-2 関係者と協議の上、分野ごとに研修計画を立案する。 
2-3 森林官・開発普及員に対して森林管理技術の研修を実施する。 
2-4 森林官・開発普及員に対して参加型計画立案、モニタリング・評価に関する研修を実施
する。 

2-5 ベレテ・ゲラ森林優先地域の他の村落で勤務する森林官・開発普及員に対し、参加型森
林管理を紹介するワークショップを開催する。 

2-6 オロミア州の担当技術者に対して GIS とリモートセンシング技術に関する研修を実施
する。 

2-7 セカ・チョコルサ、ゲラ両郡の森林官・開発普及員に対して GPS 測量に関する研修を実
施する。 

2-8 研修参加者による評価結果に基づいて研修計画・カリキュラム・教材を改訂する。 
 

3-1 「参加型立体地形モデル」を用いた関係者間のワークショップを実施する。 
3-2 立体地形モデル上に図示された土地利用状況や境界線等の情報をGISシステムに取り込
む。 

3-3 森林管理・土地利用上の境界線について行政レベルでの検討を行う。 
 

4-1 村落振興活動（例：農地でのアグロフォレストリーの実施、簡易かまど、改良養蜂等の
普及、ジェンダーの啓発）を実施する。 

4-2 地域住民と行政当局の協議を通じ、森林の利用と管理に関する環境面、社会面での仮ル
ールを定める。 

4-3 地域住民による「森林管理仮計画」の策定を支援する。 
4-4 地域住民による森林内での小規模実験活動を支援する。 
4-5 地域住民による森林管理状況のモニタリングを支援する。 
 

5-1 モニタリング結果に基づいて、地域住民による「森林管理計画」の策定を支援する。 
 

6-1 土地利用図・植生図等の地図情報を関係者で相互理解するための資料を作成する。 
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6-2 参加型森林管理ワーキンググループ(PFM-WG)等に参加して他ドナー、NGO、連邦政府と
情報交換を行う。 

6-3 他のドナー、NGO、連邦政府を対象とした公開セミナーを開催する。 
6-4 ベレテ・ゲラ優先地域内の他のガンダのコミュニティーリーダーに対してプロジェクト
活動紹介セミナーを開催する。 

6-5 ニュースレター（オロモ語、英語）を発行する。 
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第２章 評価の方法 

 

本評価は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、手法としてプロジェクト・サイク

ル・マネジメント（Project Cycle Management: 以下、「PCM」）の評価手法を採用し、以下の３ス

テップにより評価を行った。PCM 手法を用いた評価は、1）プロジェクトの実績及び実施プロセス

の検証、2）評価５項目の検証、３）検証結果からの提言・教訓、の３ステップからなる。 

実績・プロセスの検証では、これまでの実施運営総括表等の報告書の分析や質問票、インタビ

ュー等の方法により、PDM に示されたプロジェクト目標及びアウトプットの達成状況や見込みの

把握を行った。評価５項目の検証では、以下の表 1 の 5 項目の観点に沿って収集データの分析を

行った。これらの検証を元に、「プロジェクト終了まで」及び「終了後」の方針に対する提言を行

うとともに、他のプロジェクト運営に活かせる教訓を抽出した。 

なお、評価は日本及びエチオピアの両国から評価メンバーを選出し、合同で行った。 

 

表１ 評価 5項目（終了時評価） 

項目 視点 

妥当性 

Relevance 

「プロジェクト目標」及び「上位目標」が、評価を実施する時点において妥

当か（受益者のニーズに合致しているか、問題・課題の解決策として適切か、

相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプロー

チは妥当か等）どうかを検討する。 

有効性 

Effectiveness 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れるのかどうかを問う。また、プロジェクトの「アウトプット」によって、「プ

ロジェクト目標」がどこまで達成されたか、あるいは達成される見込みであ

るかどうかを検討する。 

効率性 

Efficiency 

プロジェクトの「投入」と「アウトプット」の関係に着目し、資源が有効に

活用されているかどうかを問う。また、投入された資源の質、量、手段、方

法、時期の適切さを検討する。 

インパクト 

Impact 

プロジェクトの実施により生ずる直接的・間接的な正・負の影響を見る。計

画当初に予想されなかった影響や効果も含む。 

自立発展性 

Sustainability 

協力が終了した後も、プロジェクトによる便益が持続されるかどうかを、プ

ロジェクトの自立度を中心に検討する。 

出所：JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）終了時評価の主な視点より抜粋 

 

 

2-1 評価設問と評価手法 
 

PDM、実施運営総括表、専門家活動報告書、その他プロジェクト関連文書のレビューを行い、終

了時評価の評価設問を設定し、評価グリッド（附属資料 3の「合同評価報告書」の Annex4 に添付）

を作成した。設問に対する調査結果については、評価調査団及びプロジェクト関係者との協議を
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つうじて検討・記載された。 

 

 

2-2 データ収集方法 
 

2-2-1 質問票 

 現地調査に先立ち、評価グリッドを基にプロジェクト関係者に対する質問票（付属資料 4）

を作成し、事前にプロジェクトへ配布した。対象は、カウンターパート機関（OARDB）、日本人

専門家、住民グループ及びプロジェクト対象集落近隣の住民である（住民への質問票調査の方

法については、附属資料 3の「合同評価報告書」の Annex 7 に添付）。回答は現地にて回収・確

認し、データを補足、追加情報を入手するとともに、インタビューの際の質問項目を確認した。 

 

2-2-2 面談及びインタビュー 
本プロジェクトの成果、実施プロセス、インパクトや自立発展性を把握するため、プロジェ

クト関係者に対して、グループ協議および個別インタビューを行った。対象は、日本人専門家、

カウンターパート及び住民グループである。 

 

2-2-3 現場調査 
 プロジェクト対象地であるベレテ・ゲラ森林優先地域内の２小集落（アファロ及びチャフェ

近隣）を訪問し、周辺の土地利用（森林、住居、農地等）の様子や村落振興活動（改良養蜂箱、

製粉機、手掘り井戸）の状況を確認した。 

 

 

2-3 データ分析方法 
 

日本側で作成した評価グリッドを中心に評価方法をエチオピア側調査団及びプロジェクト関係

者に説明し、合意を得た後、得られた調査結果について協議した。また、PDM に掲げた指標及び

活動計画（PO）の進捗計画と比較し、進捗度合いについて確認・協議した結果を実績グリッド（附

属資料 3 の「合同評価報告書」の Annex 5-b に添付）にまとめた。評価 5 項目に関する分析につ

いては、JICA 評価ガイドラインに述べられている 5項目評価の視点から判断するとともに、評価

グリッドに設定した判断基準を基にプロジェクト専門家及び C/P、先方評価団と協議を行い、評

価結果の分析を行った。 

調査結果の分析を基に合同評価レポート案を作成し、プロジェクトにフィードバックを行い、

評価結果および残りのプロジェクト活動期間の方針やプロジェクト終了後の展望について、意見

交換を行った。更には、本プロジェクトの合同調整委員会（JCC）の場でも評価結果について報告

し、関係者の了承を得た。 
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第 3 章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 

 

3-1 投入実績 

3-1-1 日本側投入 

 

(a) 日本人専門家（詳細は附属資料３の「合同評価報告書」Annex 6-a のとおり） 
• 長期派遣専門家 2名（チーフアドバイザー／情報管理（2003 年 7 月 3日着任）と参加型
森林管理/業務調整（2003 年 9 月 5 日着任））が、プロジェクト開始前にパイプライン専

門家として赴任し、プロジェクトの開始に貢献した。加えて、村落振興（2003 年 10 月

9 日着任－2005 年 10 月 7 日離任）の初代専門家とその後任（2005 年 9 月 26 日着任）が

派遣された。 

• 2003 年度には、参加型ベースライン調査を、ジェンダー／村落開発及び参加型地域社会
開発の短期派遣専門家、カウンターパートと現地コンサルタントの 3 者による調査を

2004 年 1～3 月に計画していたが、実際の赴任は、現地コンサルタントによる現地調査

終了後（2004 年 2 月）のタイミングとなったため、同調査の分析からの活動となってし

まった。 

• 2004 年度には、生物多様性保全の短期派遣専門家（2004 年 5 月 19 日～11 月 4 日）及び
参加型地域社会開発（2004 年 7 月 16 日～2005 年 1 月 20 日）が派遣された。後者の専

門家は当初「参加型森林仮契約」策定の全プロセス（2004 年 2 月～7月）のファシリテ

ーションを行うことを予定していたが、実際に派遣されたのは、このプロセスの終盤と

なり所期の派遣目的の一部変更を余儀なくされた。 

• 2005～2006 年度の短期派遣専門家（村落開発）は、6ヶ月間派遣された。 
 

(b) 機材供与 
附属資料３の「合同評価報告書」Annex 6-f に記載されている機材が、ほぼ計画された

スケジュールどおりに調達・供与された。ただし、村落振興活動の一環として実施され

た、改良型養蜂箱とその付属品の供与は、対象村落での現況調査（伝統的養蜂活動の実

施状況、郡の改良型養蜂の普及方針等）に時間を要したため、予算が承認され、機材購

入を行なったのが 2005 年 10 月となった。このため、機材配布後、対象村落で養蜂活動

が開始されたのは2006年 1月以降となり、プロジェクトが終了する2006年 9月までに、

収穫量のデータ収集、養蜂活動を通じた生計向上効果等のモニタリングを行うことが困

難な状況となった。 

 

(c) 施設建設 
プロジェクトのインフラ整備として、2004 年 5 月までに、プロジェクトの運営管理の

拠点として森林管理訓練センターをジンマに、また普及活動を推進するための拠点とし

て、森林管理普及センターをベレテとゲラのそれぞれ 1 ヵ所に建設した（これらの土地

は、プロジェクト開始直後にエチオピア側より提供された）。また、ゲラ郡のグラ・アフ

ァロ村に通じる道路（合計 24km）が降雨による土壌浸食により通行できない状態にあっ
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たため、ゲラ森林管理普及センターが位置するチラからナソ川(プロジェクト対象地域)

までの道路が補修された。 

 

(d) 研修員の受け入れ 
当初計画通り年間２名の本邦研修員を受け入れ（延べ 7名）、その他、第 3国研修事業

の一環として、タイ国及びフィリピン国に 2 名ずつ、ケニア国に年間 2 名の研修員が 2

年間にわたって派遣された。 

 

 

3-1-2 エチオピア側投入 

 

(a) カウンターパートの配置（詳細は附属資料３の「合同評価報告書」Annex 6-b のとおり） 
• プロジェクト開始当初から、州レベルにおいてプロジェクト・ダイレクター、副プロジ
ェクト・ダイレクターが、ゾーンレベルにおいてプロジェクト・マネージャーが、R/D

に基づき配置された。オロミア州では人事異動が頻繁に行われており、プロジェクト開

始後、プロジェクト・ダイレクターは現在 5人目となっている 

• 2004 年 7 月赴任の短期専門家（参加型地域社会開発）のカウンターパートが任命された
のは赴任 3ヵ月後の 10 月上旬となり、業務遂行に遅れをきたす結果となった。 

• 郡レベルでは、ゲラ郡では 11 名、セカ・チョコルサ郡では 5 名のカウンターパートが
プロジェクトに従事している。ただし、郡の分割に伴い、ベレテ森林がシャベ・ソンボ

郡へと移管されたものの、セカ・チョコルサ郡からシャベ・ソンボ郡へは 2名のカウン

ターパートが異動したのみであり、新たなカウンターパートは任命されていない。 

 

(b) 土地 
前述の 3箇所のプロジェクト関連施設の土地が提供された。 

 

(c) プロジェクト運営費 
プロジェクトに直接関係する経費については、カウンターパートの給料以外、ほぼ全て日

本側が負担している。 

 

 

3-2 活動の実施状況 
 

プロジェクトの活動場所が州、ゾーン、郡（2 ヶ所）の合計 4 ヶ所となり利害関係者の意見調

整に時間がかかったこと及びプロジェクト・ディレクターの頻繁な交代により州の意思決定が遅

れたことから、活動の進捗全体に遅れが生じたものの、プロジェクトは概ね PDM 及び PO に記載さ

れている活動を終了した。行われなかったものは、活動 2-2 の研修計画の作成、活動 2-7 の GPS

の研修である。また、活動 5-1「モニタリング結果に基づいて、地域住民と行政当局による「森

林管理計画」の策定を支援する。」はプロジェクト終了まで継続することとし、活動 6-3「他のド

ナー、NGO、連邦政府を対象とした公開セミナーを開催する。」はプロジェクト終了前の 2006 年 9
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月に開催する予定である。一方、活動 2-5「ベレテ・ゲラ森林優先地域の他の村落(ガンダ)で勤

務する森林官・開発普及員に対して参加型森林管理を紹介するワークショップを開催する。」及び

活動 6-4「べレテ・ゲラ森林優先地域の他のガンダのコミュニティーリーダーに対してプロジェ

クト活動紹介セミナーを開催する。」については、合同で実施されることが考えられているが、オ

ロミア州政府が参加型森林管理における州の方針を明確にすることが前提となるため、プロジェ

クトの次フェーズにおいてこれらを実施することとなった。 

 

プロジェクト活動の実施状況の詳細は以下の通り。 

 

表 3-1 活動の実施状況 

活動 実施状況 

(1)-1 参加型基礎調査を実施

する。 

• 州、ゾーン、郡及び JICA 専門家から成るタスクフォースが立ち上げ
され、以下の基準によってベースライン調査の対象となる村落（ガン
ダ）を選んだ。 
(1) 住民により森林がよく守られていること。 
(2) アクセスできること 
(3) 森林のタイプ 
(4) コミュニティーの関心の度合い 
(5) 郡行政の関心の度合い 

• サバカ・ダビエ（森林荒廃が進行している林地および住民が利用して
いる林地）及びゲラ・ナソ（天然林および住民が利用している林地）
が調査対象村落として選定された。選定においては、将来的に効果的
な普及へと繋げていくため、住民による森林利用の良い事例に関する
制度化及びモデル化の可能性を考慮し、比較的条件の良い天然林も候
補として挙げられた。 

• エチオピアのコンサルタントと日本人短期専門家が、ベースライン調
査及び補足的インタビュー調査を 2004 年 1 月から 2月にかけて行い、
その結果の報告書がオロミア語及び英語で作成された。 

(1)-2 地域内の利害関係者に

ついて分析を行なう。 

• 2004 年 2 月から 3月にかけて、対象村落の利害関係者について分析が
なされた。 

• その後、タスクフォースを中心とする関係者間の議論の結果、天然林
と森林コーヒーを含むグラ・アファロ（ガラ・ナソ隣接村）がガラ・
ナソに代わって対象村落として選定され、サバカ・ダビエ村とグラ・
アファロ村の２つを対象村とすることで州政府の基本的な了解が得
られた。（2004 年 8 月） 

• グラ・アファロ において、2004 年 11 月に補足的なベースライン調査
が行われた。 

(1)-3 対象候補村落(ガンダ)

で森林管理、村落振興活動に

関する合意形成を目的とした

ワークショップを開催する。

• 上記分析及び対象村落・郡の代表者、プロジェクトとの協議の結果、
2004年4月から10月にかけて各々の村落での行動計画が作成された。

• 2005 年 3 月に、参加型森林管理の実施単位を小集落とし、アファロ（グ
ラ・アファロ村落内）及びチャフェ（サバカ・ダビエ村落内）の各小
集落にて行われること、また、村落振興活動が村落レベルで行われる
ことが合意された。 

(2)-1 森林官・普及員の業務内

容を分析し、研修ニーズを把

握する。 

• 組織図の作成過程及び利害関係者分析をつうじて、森林官及び普及員
の職務内容が把握された。 

(2)-2 関係者と協議の上、分野

ごとに研修計画を立案する。

• 参加型森林管理に関する一般的な研修ニーズが日本人専門家によっ
て把握されたが、専門家の時間的制約のため、プロジェクト独自の研
修プログラムは作られず、既成の研修コースが多く使われた。 

(2)-3 森林官・開発普及員に対

して森林管理技術の研修を実

• カウンターパート研修のリストは附属資料３の「合同評価報告書」
Annex 6-c のとおり。 
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施する。  

(2)-4 森林官・開発普及員に対

して参加型計画立案、モニタ

リング・評価に関する研修を

実施する。 

• カウンターパート研修のリストは附属資料３の「合同評価報告書」
Annex 6-c のとおり。 
 

(2)-5 ベレテ・ゲラ森林優先地

域の他の村落(ガンダ)で勤務

する森林官・開発普及員に対

して参加型森林管理を紹介す

るワークショップを開催す

る。 

• 今後実施予定  
• プロジェクト実施の決定(他村落への普及)が行われていない状況に
おいてベレテ・ゲラ 森林優先地域の住民を招いて公開セミナーを開
催するのは時期尚早である。セミナーでは、オロミア州政府が参加者
に対して、ベレテ・ゲラ 森林優先地域における参加型森林管理の方
針について説明することになるためで、プロジェクトの次フェーズ
においてこれらを実施することとなった。  

(2)-6 オロミア州の担当技術

者に対して GIS とリモートセ

ンシング技術に関する研修を

実施する。 

• 州が GIS研修のためのカウンターパートを指定できなかったため、GIS
の研修は州レベルではなく、郡及びゾーンレベルにおいて行われた。
リモートセンシングの研修は、十分な資格のあるカウンターパートが
いなかったため、行われなかった。 

(2)-7 サカ・チョコルサ、ゲラ

両郡の森林官/開発普及員に

対して GPS 測量に関する研修

を実施する。 

• GPS を用いたデータ収集が、セカ･チョコルサ、ゲラ両郡のカウンター
パート数人に対して OJT により行われたが、GPS の詳細な利用方法や
データのコンピューターでの利用方法についての研修は行われなか
った。 

(2)-8 研修参加者による研修

評価結果に基づいて研修計

画・カリキュラム・教材を改

訂する。 

• 研修の成果を紹介して参加者の経験や知識を共有するためのワーク
ショップが 2004 年 12 月に 1 日実施され、将来の研修への提言がなさ
れた。 
 

(3)-1「参加型立体地形モデ

ル」を用いた関係者間のワー

クショップを実施する。 

• 2005年の3月から7月にかけて立体地形モデルの教材がカウンターパ
ート及びボランティアによって作られた。また、2005 年 12 月から 2006
年 1 月にかけて、参加型立体地形モデルの紹介ビデオがカウンターパ
ートによってオロミア語に翻訳された。 

• 2006年2月に参加型立体地形モデルのワークショップがアファロ及び
チャフェで行われた。  

(3)-2 立体地形モデル上に図

示された土地利用状況や境界

線等の情報を GIS システムに

取り込む。 

• 立体地形モデル上にあらわされた土地利用および境界線に関する情
報が日本人専門家により GIS に取り込まれた。 

(3)-3 森林管理・土地利用上の

境界線について行政レベルで

の検討を行う。 

 

• 境界線（外部境界線、森林及び宅地や農地の境界線）が検討され、森
林管理仮契約の一部として承認された。  

• アファロ小集落においては、参加型立体地形モデルを使って森林管理
組合メンバーが土地利用を認識し、仮の境界線についての合意を得
た。 

• アファロ小集落において、GPS 測量により外部境界線の一部が決めら
れる一方、宅地や農地の位置が衛星画像によって確認された。 

• GPS 測量により、チャフェ小集落の仮の境界線が地図上に示された。
その後、参加型立体地形モデルが作成されつつあり、今後正式な森林
管理契約の締結にむけてのモニタリング及び評価に用いられていく
こととなる。 

(4)-1 ベースライン調査を通

じて決定された 村落振興活

動を実施する。 

• ベースライン調査の結果により村落振興活動の内容が決められ、実施
された。内容として、200 の改良養蜂箱及びその付属品が両村落に配
布され、2 つの製粉機が設置され、1 つの製粉機が修理された。アフ
ァロ小集落においては、住民とともに手掘り井戸が建設された。 

(4)-2 地域住民と行政当局の

協議を通じ、森林の利用と管

理に関する環境面、社会面で

の仮ルールを定める。 

• 森林の利用に関する基準や社会規範がエチオピア人コンサルタント
によって分析され、アファロでの森林管理仮契約に反映された。チャ
フェでは環境基準や社会規範の詳細な分析は行っていない。 

(4)-3 地域住民による「森林管

理仮計画」の策定を支援する。

• 森林管理に関する森林管理組合及び農業・村落開発事務所の権利及び
責任を規定する森林管理仮契約（境界線を示す地図を含む）が、2005
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年 8 月にアファロ及びチャフェ小集落において署名された。 

(4)-4 地域住民による森林内

での小規模実験活動を支援す

る。 

(本活動は(4)-1 に統合された)   

(4)-5 地域住民による森林管

理状況のモニタリングを支援

する。 

• 合同モニタリングが 2005 年 12 月、2006 年 3 月及び 6月にプロジェク
トの支援のもと実施され、住民の森林管理の能力が強化された。現在
の森林管理仮契約が更新された場合、次回のモニタリングは 2006 年
12 月に実施される予定である。 

(5)-1 モニタリング結果に基

づいて、地域住民と行政当局

による「森林管理計画」の策

定を支援する。 

• プロジェクトの終了までに実施される予定。 
• 2006 年 4 月にアファロ小集落で、2006 年 5 月にチャフェ小集落で、
森林管理組合の総会により内規が決定された。モニタリングの結果、
内規及び森林管理仮契約は再検討され、正式な森林管理契約の締結若
しくは仮契約の延長へと進んでいくこととなる。 

(6)-1 土地利用図・植生図等

の地理情報を関係者で相互理

解するための資料を作成す

る。 

• 土地利用図および植生図を含む地理情報が作成されて、オロミア州政
府に提供された。地図のリストは附属資料 3 の「合同評価報告書」 
Annex 6-e のとおり。 

(6)-2 参加型森林管理ワーキ

ンググループ (PFM-WG)とい

ったネットワークを通じて、

他ドナー・NGO・連邦政府との

情報と教訓の共有をはかる。

• ベースライン調査の報告書は、GTZ アダバ・ドドラ森林管理計画プロ
ジェクト、LUPO-GTZ、FARM AFRICA 等のドナーやプロジェクトに配布
された。 

• プロジェクトの活動について、他のプロジェクトやドナーによるセミ
ナーなどの機会を利用して紹介された。 

(6)-3 他のドナー、NGO、連邦

政府を対象とした公開セミナ

ーを開催する。 

• プロジェクトの結果についての公開セミナーを NGO、ドナー、連邦政
府を対象に 2006 年 9 月に開催する予定である。 

(6)-4 べレテ・ゲラ森林優先

地域の他のガンダのコミュニ

ティーリーダーに対してプロ

ジェクト活動紹介セミナーを

開催する。 

• オロミア州政府が参加型森林管理における州の方針を明確にする
ことが前提となるため、プロジェクトの次フェーズにおいてこれ
らを実施することとなった。 

(6)-5 ニュースレター（オロ

モ語と英語）を発行し、地域

住民の間で参加型森林管理に

関する情報の共有をはかる。

• プロジェクトの進捗や目的について説明するニュースレターが一度
作成・配布された。 

• 利害関係者の意識の向上に役立たせるため、ニュースレターの代わり
に、プロジェクト活動が 4回地元の TV で放映された。 

 

 

 

3-3 アウトプットの達成状況 

 

アウトプット１：参加型のワークショップや現地調査などの手法に基づき、対象村落（カバレ）

が決定される。 

 

プロジェクトの当初の想定では、村落を森林管理のための単位組織とすることを想定していた

が、村落（ガンダ）は行政の単位であって、（集落の境界線を交渉することを含む）社会的組織の

単位ではないこと、また、広い地域をカバーする社会組織によって森林管理が行われることが望

ましいものの、プロジェクトの限られた実施能力に鑑みて、実施単位としては小集落が適切と判

断した。サバカ・ダビエ村の小集落の中で、森林のタイプと森林の荒廃の度合いをみてチャフェ

小集落が選定され、グラ・アファロ村では、アクセスの容易さからアファロ小集落が森林管理計

画の対象となった。一方、参加型森林管理および村落振興活動の行動計画について関係者間で合
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意を得るためにワークショップを計画していたが、時間が限られていたため、ワークショップを

開かずにベースライン調査の結果により行動計画が策定された。 

 

アウトプット２：森林官・開発普及員等の森林管理技術および参加型計画立案、評価・モニタリ

ングに関わる技術が向上する。 

 

専門家にプロジェクト独自の詳細な研修計画を作成する時間がなく、既存の研修プログラムが

活用されたが、カウンターパートの技術面、運営面の能力が研修プログラム、ワークショップお

よび OJT をつうじて向上した。中でも、フィリピン及びタイで行われた参加型による自然資源管

理のトレーニングは、カウンターパートの意識の向上に役立った。 

 

アウトプット３：対象村落内の森林管理・土地利用上の境界線がすべての主要利害関係者間で同

意される。 

 

ワークショップや GPS 測量により、対象小集落の人々の間で暫定的境界線が確定された。隣接

する集落や行政村との境界線は、関係者が必ずしも明確に認識しているわけではなく、合意に至

るのは容易でないと判断されたため、境界線に関する合意を後回しにして森林管理仮契約の締結

を進めることにした。土地利用や暫定的境界線を確認するために、参加型立体地形モデルワーク

ショップが 2006 年 2 月にアファロ及びチャフェ小集落で開かれた。 

 

アウトプット４：対象村落（ガンダ）内の地域住民の自然資源管理能力が向上する。 

 

森林管理組合のメンバーを代表する執行管理委員会がそれぞれの小集落で定期的に開催される

一方、メンバーの過半数の参加による総会が数回開催された。森林管理組合及び農業・村落開発

事務所の権利と責任を規定した森林管理仮契約（暫定的境界を示す地図を含む）が、2005 年 8 月

にアファロ及びチャフェ小集落で締結された。両者による森林管理仮契約の合同モニタリングが

2005 年 12 月、2006 年 3 月及び 6月に行われた。森林管理仮契約の内規ドラフトが 2006 年 1 月に

作成され、その後、最終版の作成まで継続的に共同作業が行われた(2006 年 4 月にアファロで、

同年 5月にチャフェ小集落で内規が作成された)。 

 

アウトプット５：森林優先地域に適した参加型森林管理手法が明確化される。 

 

参加型森林管理手法が確立するためには、森林管理契約が正式に締結されることと、ベレテ・

ゲラ森林優先地域における参加型森林管理のガイドラインと実施戦略が策定されることが必要で

ある。森林管理組合の合同モニタリングの結果を受けて、仮契約の終了期限である 2006 年 8 月中

旬まで、森林管理契約締結若しくは仮契約の延長にむけて森林管理仮契約は再検討されることとな

る。森林管理仮契約の内規については、2006 年 4 月にアファロ小集落で、同年 5月にチャフェ小

集落で森林管理組合総会によって承認されている。 
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アウトプット６：参加型森林管理に関する情報及び教訓が関係者間で共有される。 

 

プロジェクト活動の情報は、他のドナー、NGO、連邦政府に共有されており、利害関係者の意識の

向上に役立っている。プロジェクトの経験や教訓については、今後プロジェクトの終了までにセ

ミナーを開催することによって、関係者に共有される予定である。 

 

各指標に基づく、プロジェクト成果の達成状況の詳細は以下の通り。 

 
表 3-2 アウトプットの達成状況 

アウトプット PDM における指標 達成状況 

(1)-1 参加型村落調査報

告書が（オロモ語、英語）

作成される。 

エチオピアのコンサルタントと日本人短期専門家により、
ベースライン調査及び補足的インタビュー調査がサバ
カ・ダビエ村及びガラ・ナソ村を対象に 2004 年 1 月から 2
月にかけて行われた。その後、対象村落がガラ・ナソ 村
からグラ-アファロ村に変更されたため、後者に対して
2004 年 11 月に補足的なベースライン調査が行われた。こ
れらの結果の報告書は、オロミア語及び英語で作成され
た。 

(1) 参加型のワー

クショップや現地

調査などの手法に

基づき、対象村落

（カバレ）が決定さ

れる。 

(1)-2 対象村落(ガンダ)

の地域住民が参加型森林

管理に向けた活動の実施

に賛同する。(2004 年 4

月) 

2004 年 6 月から 8 月にかけて行われた一連の会議を通じ
て、セカ・チョコルサ、ゲラ郡、行政村関係者や地域住民
が対象村落（ガンダ）の選定に合意した。オロミア州政府
は 2004 年 8 月にこれを承認した。 

(2)-1 森林官・開発普及

員等の研修ニーズが把握

される。 

参加型森林管理にかかる研修ニーズが、詳細ではなかった
が、おおまかに把握された。 

(2)-2 研修計画が策定さ

れる。(2004 年 4 月) 

本プロジェクト独自ではなく、既成の研修プログラムがほ
とんど使われた。 

(2) 森林官・開発普

及員等の森林管理

技術および参加型

計画立案、評価・モ

ニタリングに関わ

る技術が向上する。 (2)-3 研修評価結果に基

づき、研修計画・カリキ

ュラム・教材が改訂され

る。 

上記のとおり、プロジェクトは独自の研修計画、カリキュ
ラム、教材は作らなかった。一方、研修の成果を紹介して
参加者の経験や知識を共有するためのワークショップが
2004 年 12 月に 1 日実施され、将来の研修への提言がなさ
れた。 

(3)-1 参加型立体地形モ

デルによって対象村落内

の森林管理・土地利用上

の境界線が地域住民の間

で合意される。 

ワークショップや GPS 測量により、対象小集落の人々の中
で暫定的境界線が合意された。境界線は、関係者が必ずし
も明確に認識しているわけではなく、合意に至るのは容易
でないと判断されたため、隣接する村との境界線に関する
合意を後回しにして森林管理仮契約の締結を進めること
にした。土地利用や暫定的境界線を確認するために、参加
型立体地形モデルワークショップが 2006 年 2 月にアファ
ロ及びチャフェ小集落で開かれた。 

(3)-2 土地利用・植生図

等の地理情報が作成され

る。 

参加型立体地形モデルで示された土地利用や境界の情報
が GIS に取り込まれた。  

(3) 対象村落内の

森林管理・土地利用

上の境界線がすべ

ての主要利害関係

者間で同意される。 

(3)-3 森林管理・土地利

用上の境界線についてオ

ロミア州政府の承認が得

られる。 

暫定的境界線を示す地図を含む森林管理仮契約が2005年8
月にオロミア州政府に承認された。 

(4) 対象村落（ガン

ダ）内の地域住民の

自然資源管理能力

(4)-1 80%以上の農民が

継続的に、意志決定・調

整のための会議を少なく

森林管理組合のメンバーを代表する執行管理委員会がそ

れぞれの小集落で定期的に開催される一方、メンバーの過

半数の参加による総会が数回開催された(参加率の平均は
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とも毎月 1回実施する。 アファロで 60％、チャフェで 70%)。 

 

(4)-2 地域住民グループ

のメンバーのうち女性の

比率が全体として少なく

とも 30%を下回らない。 

アファロ森林管理組合の執行管理委員会の9名のメンバー
のうち 2 名（22％）は女性で、チャフェ 森林管理組合の
執行管理委員会の 7名のメンバーのうち 2名（29％）は女
性であった。森林管理組合メンバーは世帯単位であり、ほ
とんどの所帯主は男性である。 

(4)-3 対象村落内の森林

管理仮計画が策定され

る。 

森林管理組合及び農業・村落開発事務所の権利と責任を規
定した森林管理仮契約（暫定的境界を示す地図を含む）が、
2005 年 8 月にアファロ及びチャフェで締結された。 

(4)-4 森林管理状況のモ

ニタリングが地域住民に

よって実施される。 

森林管理組合及び農業・村落開発事務所による森林管理仮
契約の合同モニタリングが 2005 年 12 月、2006 年 3 月及び
6月に行われた。 

が向上する。 

(4)-5 モニタリング結果

に基づき、地域住民によ

って「森林管理計画」が

策定される。 

森林管理仮契約の内規ドラフトが 2006年 1月に作成され、
その後、最終版の作成まで継続的に共同作業が行われた
(2006 年 4 月にアファロで、同年 5 月にチャフェ小集落で
内規が作成された)。 

(5) ベレテ・ゲラ森

林優先地域に適し

た参加型森林管理

手法が明確化され

る。 

(5) ベレテ･ゲラ州森林

優先地域に適した参

加型森林管理手法が

策定される。 

 

モニタリングの結果を受けて、仮契約の終了期限である
2006 年 8 月中旬まで、森林管理契約締結若しくは仮契約
の延長にむけて森林管理仮契約は再検討されることとな
る。内規については、2006 年 4 月にアファロで、同年 5月
にチャフェで森林管理組合総会によって承認された。 

(6)-1 土地利用・植生図

等の地理情報が関係機関

に配布される。 

土地利用図および植生図を含む地理情報が作成されて、オ
ロミア州政府に提供された。地図のリストは附属資料３の
「合同評価報告書 Annex 6-C のとおり。 

(6)-2 参加型森林管理ワ

ーキンググループ等と定

期的に情報交換がなされ

る。 

参加型森林管理ワーキンググループといった、公式の情報
交換のシステムは存在していない。ベースライン調査の報
告書は、GTZ アダバ・ドドラ森林管理計画プロジェクト、
LUPO-GTZ、FARM AFRICA 等のドナーやプロジェクトに配布
された。また、プロジェクトの活動について、他のプロジ
ェクトやドナーによるセミナーなどの機会を利用して紹
介された。 

(6)-3 他ドナー、NGO、連

邦政府を対象とした公開

セミナーが開催される。 

プロジェクトの結果についての公開セミナーを NGO、ドナ
ー、連邦政府を対象に 2006 年 9 月に開催する予定である。

(6)-4 ベレテ・ゲラ森林

優先地域内村落の 50%以

上から、地域住民の代表

が活動紹介セミナーに参

加する。 

オロミア州政府が参加型森林管理における州の方針を
明確にすることが前提となるため、プロジェクトの次フ
ェーズにおいてこれらを実施することとなった。 

(6) 参加型森林管

理に関する情報お

よび教訓が関係者

間で共有される。 

(6)-5 ニュースレター

（オロモ語、英語）が 4

回発行される。 

プロジェクトの進捗や目的について説明するニュースレ
ターが一度作成・配布された。また、プロジェクト活動が
4回地元のTVで放映されたことは利害関係者の意識の向上
に役立った。 

 
 
3-4 プロジェクト目標の達成状況 

 

本プロジェクトのプロジェクト目標は「ベレテ・ゲラ森林優先地域内の対象村落において、住

民が参加型森林管理を持続的に実施する。」である。森林管理組合が形成されて、対象小集落及び

オロミア州政府との間で森林管理仮契約が署名され、仮契約に基づいて森林管理のモニタリング

を積極的に行っていることから、プロジェクト目標はほぼ達成されたといえる。プロジェクト目
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標には 3つの指標があり、それぞれの指標は以下のように全て満たされている。 

 

指標１：プロジェクトの支援を受けた対象村落の 70%以上が、森林管理活動を継続的に実施する。 

 

二つの村落（ガンダ）における二つの小集落がプロジェクトの支援により、森林管理仮契約に

記載された森林管理活動を持続的に行っている。 

 

指標２：プロジェクトの支援を受けた地域住民の 70%以上が、プロジェクト参加後、森林の蚕食

（農民と共に毎年行うフィールド調査により推定される）を減少させる。 

 

対象となった二つの小集落の森林は伝統的な方法により利用・保全されており、森林管理仮契

約は対象地域の住民が森林を使う権利をオロミア州政府が正式に保証するものとなっている。3

回にわたって行われたモニタリングにより、プロジェクトの対象地域の住民は森林の破壊活動を

一切行っていないことが明らかになった。 

 

指標３：対象村落とオロミア州政府との間で、「森林管理契約」が締結される（2006 年 9 月）。 

 

森林管理仮契約が、対象小集落とオロミア州政府との間で 2005 年 8 月に締結された。1年間の

モニタリングの結果を受けて、森林管理仮契約は再検討され、正式な森林管理契約の締結若しく

は仮契約の延長に向けた手続きが 2006 年 8 月中旬までに行われる予定である。 

 

 

3-5 上位目標の達成見込み 

 

上位目標：ベレテ・ゲラ森林優先地域プロジェクト対象村落内外において、地域住民による森林

管理が持続的に行われている。 

 

 上位目標である森林管理仮契約/森林管理契約の他村落への面的な普及について、以下の理由か

ら、ベレテ・ゲラ森林優先地域内においては長期的な取組みにより達成できると考えられる。 

 

 チャフェ小集落と共に大集落（メティ・ジカ）を形成する 3 小集落（ガロ、アレレ、アンバ
ルタ）の住民が森林管理組合を組織することに強い関心を示しており、3小集落の全 94 世帯

中 82 世帯が既にその意志を明確に示している。 

 本終了時評価調査において実施した質問票調査において、対象村落の周辺住民が森林管理仮
契約の締結に関心を示していた。 

 

 

3-6 実施プロセスにおける特記事項 

 

実施プロセスにおいて、以下の点が強調される。 
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(1)プロジェクト開始当初のカウンターパートのモティベーションの低さ及び日本人専門家の多

忙といった双方の要因により、カウンターパートのプロジェクト運営、特に意思決定における

関与が限られていた。例えば、短期専門家の TOR がカウンターパートとの間で十分な協議がな

されないまま要請書が発出されたり、専門家の英語報告書がカウンターパートの手に渡らなか

ったりしたケースが見られた。このように、日本人専門家がプロジェクトを主導した場面が多

く見られたものの、プロジェクトが進行して、カウンターパートの参加型森林管理に対する意

識が向上するにつれて、多くのカウンターパートがより積極的にプロジェクトの運営に関わる

ようになってきた。 

 

(2) R/D の署名時にはオロミア州と住民との間の天然林の分収が想定されていたが、オロミア州

農村土地・天然資源管理庁（当時、現オロミア州農業村落開発局）は、プロジェクト開始後に

天然林から収入を得るという考え方を取り下げたため、プロジェクトは分収を伴わない参加型

森林管理というアプローチをとることになった。 

 

(3) JICA の運営指導調査団が 2004 年 11 月に派遣され、プロジェクトの現状や進行状況を確認し

た上で、森林管理計画・社会林業に関わる専門的な観点から、主に境界線の合意（ゾーニン

グ）ならびに管理計画のあり方について提言がなされた。その後の森林管理仮契約の締結や

合同モニタリングにわたる各プロセスにおいて、提言事項を踏まえ、住民参加による合意形

成及び意識向上を念頭に置きながら活動が実施された。また、行政側に対しても、参加型森

林管理への理解向上に寄与する研修や指導等が行われた。 
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第 4 章 評価 5項目における評価結果 

 

4-1 妥当性  

 

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

(1) 政府の政策との整合性：オロミア州の州令 No. 72/2003 には「オロミア州の州森の開発、保

全、管理に関して、当局は森林開発と保全に関するコミュニティーを強化してこれを行わなけ

ればならない」と記載されており、住民参加型の森林管理契約はオロミア州の法律・政策と整

合している。こうした理由から、オロミア州は森林管理仮契約を承認した。  

(2) 住民のニーズ：終了時評価調査の際に行われた住民へのインタビュー調査によると、回答者

はすべて、森林管理仮契約によって自分たちが森に住んで利用する権利が確保された、と非常

に満足していた。 

(3) わが国の援助政策との整合性：地域住民の参加による自然資源の管理は、JICA のエチオピア

に対する重点援助分野「農業・農村開発」の柱の一つである。 

(4) プロジェクトのアプローチの整合性：オロミア州政府は「天然林は地域住民の参加によって

守られるべきである」という信念をもっており、プロジェクトの活動成果によってこれがさら

に強化された。 

 

 

4-2 有効性 
 

プロジェクトの有効性は高い。森林管理仮契約の実施を通じて参加型森林管理システムはほぼ

完成しており、まもなく正式の森林管理契約の締結若しくは仮契約の延長へと進むことが見込まれ

ていることから、アウトプット５がほぼ達成されつつある。アウトプット 1～4 はプロジェクト目

標の達成にそれぞれ寄与し、アウトプット 6は今後の上位目標の達成への道筋を作っている。 

 

 

4-3 効率性 
 

プロジェクトの効率性はあまり高くなく、以下の問題が指摘される。 

 

(1) 短期専門家の TOR がエチオピア側カウンターパートと日本人専門家の間で十分な協議がなさ

れないまま、専門家がリクルートされて派遣された。 

(2) オートバイが供与されたもののカウンターパートのほとんどが免許を取得していない（間も

なく取得予定）、また、供与された GIS 機材や GPS の使い方をカウンターパートが習得してい

ない、といったことにより、一部の機材が有効に活用されていない。 

(3) すべてのカウンターパートが、自らの所属先の行政事務とプロジェクト関連活動の両方の職

務を遂行していることから、プロジェクトに十分な時間を割くことができず、プロジェクトの
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円滑な遂行が若干滞った。 

 

 

4-4 インパクト 

 

プロジェクトのインパクトについては、以下のような正のインパクトが確認されており、非常

に高いといえる。負のインパクトはこれまでのところ観察されておらず、予見もされない。 

 

(1) 上位目標へのインパクト：プロジェクト対象村落の周辺村落の住民が、森林管理仮契約に高

い関心をもって、自らも森林管理組合を形成する希望を有していることから、森林管理契仮契

約ないし森林管理契約が、今後ベレテ・ゲラ優先森林地域内で拡大していくことが見込まれる。 

 

(2) 他のインパクト 

  プロジェクト終了まで３ヶ月を残すが、すでに以下のような幾つかのインパクトが観察される。 

 

 実施機関・カウンターパートへのインパクト： 

• プロジェクトにおける研修、ワークショップ等を通じ、参加型森林管理に関わるカウン
ターパートの意識が向上し、より積極的にプロジェクトの運営に関わるようになった。 

 

住民・地域社会へのインパクト： 

• 住民に対するインタビュー調査によると、アファロ小集落の製粉機の供与や、チラとナソ川
の間の道路の補修が、地域の住民の収入増加につながっている。また、改良養蜂箱の普及に

より、蜂蜜生産量の増加および収入向上が期待される。 

• 森林管理仮契約の締結と実施は、森林管理組合の参加メンバーに、森林内に住み、森林を利
用する権利が公式に確保されたとの安心感をもたらした。 

• 森林管理仮契約の締結や改良養蜂箱の配布を通じて、森林に自分達の生活が大きく依存して
いることを強く意識するようになり、森林保全への意識が高まっている。 

• 周辺の村落の多くの住民が森林管理仮契約を結びたいと考えており、森林管理契約のインパ
クトの大きさが表れている。 

 

 

4-5 自立発展性 

 

以下の理由により、プロジェクトの財務的、技術的自立発展性は評価時点では低いと判断され

る。ただし、意識面においてカウンターパートおよび住民の双方において向上が見られており、

今後、自立発展性を向上させていく基盤が整いつつあるといえる。 

 
(1) 組織面： 
（行政側）ゾーンと郡政府の行政能力は未だ低く、独自で森林管理契約を他の地域に拡大

していくだけの運営・組織能力をもっていない。また、森林管理仮契約はまだ試行後 1年
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しか経ておらず、森林管理組合や農業・村落開発事務所のスタッフの能力は一層強化され

なければならない。さらに、参加型森林管理のガイドラインが州レベルにおいてまだ策定

されておらず、制度面でも脆弱である。 
（住民側）モニタリング活動等を通して森林管理組合の組織能力は高まってきつつあるも

のの、自立的な活動運営のためには、適切な支援による更なる能力強化が必要である。 
 

(2) 財政面： 
（行政側）本プロジェクトの実施中、エチオピア側はカウンターパートの給料以外のロー

カルコストをほとんど負担していない。従って、プロジェクトの活動を他の村落に拡大し

ていくことは、州の財政能力では極めて困難な状態にある。 
 （住民側）対象村落においては、改良養蜂箱の普及や製粉機の設置により、収入の増加が

見込まれる。ただし、住民が持続的に森林管理契約を遵守し、適切に森林を保全していく

ためには、今後も安定した収入が得られ、過度の森林利用や農地拡大に至ることなく生計

を維持できることが望ましい。持続的な生計や収入の安定を図るためには、気候や市場に

おける不測の事態（天候不順やコーヒー価格の下落等）に対しても村落全体として自立的

に協働して対処できるよう、森林管理契約の履行や組織活動を通じた組織力の向上及び脆

弱性の克服が課題である。 
 
(3) 技術面： 
（行政側）カウンターパートの技術レベルに顕著な向上がみられるものの、日本人専門家

の支援なしに、住民と対話しつつ森林管理契約の締結を進めていくことは未だ困難な状況

である。自立的に住民と協議し、支援できるための一層の技術向上が求められる。 
（住民側）対象小集落において、これまで 3回の合同モニタリングを実施したが、未だ住
民が自立して継続的に実施できる状態ではない。今後の継続的なモニタリングの実施によ

り能力向上を図るとともに、モニタリング方法の簡素化・定式化を進めることにより、住

民の自立性を促進するための環境の整備が必要である。さらに、住民が実施する森林管理

活動に対し、行政側による適時、適切なアドバイスできるようにするために、カウンター

パートの技術を向上させること及び住民との連携を強化することが不可欠である。 
 

(4) 意識面： 
 （行政側）カウンターパートの意識が向上し、積極的にプロジェクト運営に関わるように

なってきている。このことにより、今後も森林管理モニタリング活動等を住民と協働で行

うことにより、自立的に住民を支援するための能力向上および連携強化に繋げていくこと

が期待できる。 
 （住民側）森林管理仮契約の締結や改良養蜂箱の配布を通じて、自分達の生活が森林に大

きく依存していることを強く認識するようになり、森林保全への意識が高まっている。ま

た、ベレテにおいてはチャフェ小集落を含む大集落（メティ・ジガ）の住民が一致協力し

て製粉機を設置したことから、この組織活動による経験および森林管理契約という規範を

通じ、自然資源を共同で利用・管理していくための能力開発につながってきている。 
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第 5 章 評価結果の結論 

 

 これまでに述べたように、プロジェクトのアウトプットはそのほとんどが達成され、プロジェ

クト目標もほぼ達成されたといえる。対象 2 小集落において森林管理仮契約が締結され、それに

基づいて森林管理組合の形成・モニタリング活動が継続して行われていることから、住民が参加

型森林管理を持続的に実施するためのシステムが確立されつつある。 

 

評価 5 項目については、それぞれ次の通りである。 (1)妥当性：エチオピア政府の政策、住民

のニーズ、日本の援助政策と、それぞれ整合していることから、プロジェクトの妥当性は高い。

(2)有効性：参加型森林管理システムは実際上ほぼ完成しており、プロジェクトの有効性は十分で

ある。(3)効率性：供与機材が必ずしも有効に使われておらず、プロジェクトの効率性はあまり高

くない。(4)インパクト：地域住民に、森林内で暮らし且つ森林を利用する上での安心感をもたら

しており、プロジェクトのインパクトは非常に高い。(5)自立発展性：制度面、財政面、技術面の

持続性に欠け、プロジェクトの自立発展性は、評価時点では低いと判断される。ただし、意識面

においてはカウンターパートおよび住民の双方において向上が見られており、今後、自立発展性

を向上させていく基盤が整いつつある。 
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第 6 章 提言と教訓 

 

6-1 提言 

 

 評価結果に基づき、以下の「プロジェクト終了時までに実施すべき事項」および「プロジェク

ト実施後に実施すべき事項」に分け、プロジェクトへの提言をまとめた。加えて、今後の参加型

森林管理面での取組みについて、留意すべき課題を示す。 

 

6-1-1 プロジェクト終了時までに実施すべき事項 

(1) 残りの活動の完了 

プロジェクトで計画し、まだ終了していない活動については、プロジェクト終了の 2006 年 9

月末までに完了することが求められる。しかしながら、今後のプロジェクトにおいて時間的に

もマンパワー的にもかなり限られている状況を考慮し、特に以下の活動に集中して取り組むこ

とが望ましい。 

 

• 森林管理仮契約の締結までのプロセスにおける経験や教訓を整理するとともに、2006 年 8
月に期限が切れる森林管理仮契約の本契約化若しくは仮契約延長を支援する。 

• 他ドナー、NGO、政府関係者を招いて公開セミナーを実施する。 
 

(2) プロジェクト機材の引渡し 

 供与機材をエチオピア側に引渡し、適切に記録・管理されるための体制を築く。 

 

6-1-2 プロジェクト終了後に実施すべき事項 
(1) フェーズⅡプロジェクトの実施 
 現行プロジェクトの財政面における自立発展性を確保するため、エチオピア側による以下の

負担事項が 2006 年 9 月 15 日までに確認されることを条件として、フェーズⅡプロジェクトを

実施する。 

 

• カウンターパートの給与及び出張旅費 
• プロジェクト関連施設における補助スタッフ（警備員等）の給与の 50％ 
• ベレテおよびゲラに配置された車輌 4台のドライバーの給与 
• ジンマゾーン森林管理訓練センター、ベレテ及びゲラの森林管理普及センターにおける電気、
水道及びガスの費用 

 

上記の財政負担に加え、フェーズⅡプロジェクトの第 1 年次終了までに、以下の費用につい

てもエチオピア側が負担することとする。 

 

• ベレテ・ゲラでのプロジェクト活動に使用されている平型トラック 2台およびハードトップ
ワゴン 2台の車輌燃料費の 25％ 

• ジンマゾーンのカウンターパートが使用する車輌燃料費の 10％ 
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 フェーズⅡプロジェクトの第 1 年次終了に際して、JICA は運営指導調査団をエチオピアに派

遣し、上記の条件の履行を確認したうえで、プロジェクト継続の可否を判断する。 

 

 フェーズⅡプロジェクトの現時点での案は、以下のような内容である。 

 

プロジェクト名：ベレテ・ゲラ参加型森林管理計画フェーズⅡ 

 

プロジェクト目標：ベレテ・ゲラ森林優先地域内の対象地域において、参加型森林管理が持

続的に実施される。 

 

ターゲットグループ：対象地域におけるコミュニティー 

 

ターゲットエリア：ベレテ・ゲラ森林優先地域内における対象地域 

 

プロジェクト期間：4年間（第 1ステージ：1年、第２ステージ：3年） 

 

主な活動及びアウトプット： 

第 1 ステージ 

(a) 森林管理仮契約のプロセスのとりまとめ及び関係者間の協議に基づき、州、ゾーン、郡
の役割及び機能を盛り込んだ参加型森林管理ガイドラインを整備する。 

(b) ベレテ・ゲラ森林優先地域内において参加型森林管理を普及するための調査及び計画策
定を行う。 

(c) 森林官、開発普及員等およびベレテ・ゲラ森林優先地域内の村落代表者を対象に、参加
型森林管理を紹介するためのセミナーを開催する。 

(d) プロジェクトの対象小集落における新管理契約の本契約化に加え、森林管理組合の組織
能力強化をフォローアップする。 

(e) シャベ・ソンボ郡及びゲラ郡における森林官・開発普及員等を対象に、GPS 測量に関す
る研修を実施する。 

(f) 開発調査「エティオピア国南西部地域森林保全計画調査」（国際協力事業団他.1998）の
内容をレビューし、森林資源管理（森林資源の生産的利用）のための草案を準備する。 

第 2 ステージ 

(a) 参加型森林管理普及のための対象地域を選択する。 
(b) 対象地域において基礎調査を実施する。 
(c) ベレテ・ゲラ森林優先地域内において参加型森林管理を普及する。 
(d) 補足的な森林インベントリー調査を行った上で、特定地域において住民参加による森林
資源管理を計画・実施する。 

(e) オロミア州森林優先地域における参加型森林管理ガイドラインを整備する。 
(f) オロミア州農業・村落開発局（OARDB）及び農業・村落開発事務所(ARDO)におけるカウ
ンターパートの能力を強化する。 

(g) 森林資源管理における住民の能力を強化する。 
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(2) オロミア州政府の主体性 
プロジェクトの円滑な実施のためには、森林管理契約の本契約化、ガイドラインの認可、予

算措置、カウンターパートの配置といったオロミア州政府の主体性が必要不可欠である。 

 

 

6-1-3 参加型森林管理面における課題 
 

(1) 森林管理計画の拡充 
 従来不法とされていた住民の居住を認めた上、伝統的に住民により行われてきたコーヒー、

香辛料、養蜂活動等を利用した森林管理の手法を仮契約により認めたことが、住民に大きな安

心感を与え、森林管理の責任について意識向上も図ることができた。しかしながら、現状の森

林管理仮契約は、区域の外周、および農耕地と集落、森林の境界を決めた上で、簡単な森林利

用の規則を決めた比較的簡素なものであり、現状の森林利用における追認が主となっている。

よって、未だ森林管理計画として十分な内容には至っておらず、今後の人口増加などの要因に

対応可能かどうか疑問もあり、将来的な持続性について課題が残る。森林管理計画として十分

な機能を果たすためには、コーヒーや香辛料の採取、養蜂活動の個々に関する利用計画に加え、

択伐や植林などの施業計画についても規定し、内容の拡充を図ることが望ましい。 

 

(2) 政府における支援体制 
 本プロジェクトにおいては、将来的な普及へのモデル化も考慮し、比較的条件の良い天然林

も対象にした参加型森林管理手法の確立を図った。今後、森林管理（仮）契約の運用を通じて

必要な改善や内容の拡充を図るとともに、政府が制度として明確に方針化し、適用可能な地域

に普及することの支援が課題の１つとなるだろう。その際、現状の（仮）契約はいわば比較的

優良な伝統的森林利用の現状追認であるが、将来の人口増加等を考慮した持続性の確保や他の

森林タイプ（例えば、より条件が悪く森林コーヒーが育たない荒廃林、竹や樹脂等の非木材生

産物を有する森林、人工林）を含む村落については、これまでの現状追認型に若干修正を加え、

植林による普及や木材生産等のより積極的な土地利用計画を含めたシステムの構築を、平行し

て進めることが必要になるであろう。参加型開発の面における引き続きの支援に加え、森林管

理計画の拡充に関わる技術的な強化が望まれる。 

 

(3) 計画策定におけるプロセスの明確化 
 計画策定においては、大まかに、現状分析、改善・変化のための代替案作成、代替案の分析、

最適案の決定、計画の決定といったプロセスを踏むことが多い。本プロジェクトの場合、現状

の森林管理手法や利用状況について、十分に現状分析ができていたかどうか課題が残る。今後

の面的展開を目指す上では、詳細な現状分析と評価、その結果として導き出される改善策と代

替案の検討、方策の決定といったプロセスを明確にしておく必要があるであろう。これまでの

本プロジェクト経験に基づく現状モデルを普及するにあたり、明確なプロセスを含む計画策定

マニュアルを備えるとともに、計画目的や方向性が示された発展性・柔軟性のあるモデルとし

て改善を図ることが望ましい。 
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6-2 教訓 

 

(1) プロジェクト管理における改善 

(a) 日本語版の PDM にはアウトプット指標の一部に期限が示されているが、英語版の PDM には
それが明記されていなかった。プロジェクト関係者で活動の進捗を明確にし、定期的にモ

ニタリングするために、活動とアウトプットの期限を PDM（日本語、英語）に明記するべ

きであった。 

(b) 終了時評価調査に先立ち評価グリッドの内容についてプロジェクトに確認したところ、活
動やアウトプットの進捗や達成状況について、関係者間および専門家内においても認識の

不一致があり、プロジェクト全体としての見解を得るのに時間を要した。定期的に PDM に

基づいたモニタリングが実施されていれば、こうしたプロジェクトの最終段階になって認

識の違いが生じていることにならず、より効率的な活動の実施に寄与できたと考えられる。 

(c) これまでの本プロジェクト期間を通じ、PO や PDM の変更はなされなかった。しかし、プロ
ジェクト初期の活動に遅れが生じた他、アウトプット４にかかる活動（村落振興活動）の

内容や指標が具体化されないなど、変更が適切であったと思われる事項は幾つか見受けら

れた。プロジェクトの進捗に応じて PO や PDM の内容をチェックし、関係者間で変更が必

要と判断されれば、改定のための合意・手続きをするべきであったと考える。 

(d) カウンターパートへのインタビュー結果において、「プロジェクト活動や短期専門家の業
務内容について、十分な説明や合意がないままに進められた」という指摘があった。今後、

プロジェクトの意思決定や運営において、カウンターパートが効果的に関わることができ

るための仕組みと状況を整備し、短期専門家の TOR についても十分に説明・協議しながら

進めることが望ましい。 

(e) 短期専門家の報告書が日本語のみでしか作成されていないなど、その活動内容や成果がカ
ウンターパートへ十分に伝えられていなかった。プロジェクト関係者に情報や成果が効果

的に共有されるよう、日本人専門家の報告書を英語で記載、あるいは英文サマリーを作成

するなどし、カウンターパートに配布することが求められる。 

(2) GTZ が支援したアダバ・ドドラ森林管理計画プロジェクトを見学したことが、プロジェクト
関係者に対して参加型森林管理のイメージを具体化させるなど、大きな契機の１つになった

ようである。類似プロジェクトを見学する機会をプロジェクト初期段階に設け、関係者の意

識向上を図ることにより、後々のプロジェクト活動を効果的に進めることが期待できる。 

(3) 本プロジェクトにおける参加型森林管理計画は、村落振興活動を通じた自然資源管理能力の
向上もねらいとしていることから、原則として、この村落振興活動は森林管理と同じレベル

（村落・集落等）で実施されるべきである。ただし、ベレテ森林の対象村落とされたサバカ・

ダビエのように大集落（メティ・ジガ）を形成しているような地域においては、その１集落

であるチャフェを森林管理契約の対象としたものの、製粉機の設置など村落振興活動につい

ては大集落の住民が協力して実施している。現地の社会状況や慣習を十分に把握した上で、

対象地のレベルを判断することが望ましい。 

(4) 運営指導調査を実施して報告書も作成されたが、調査においてミニッツを締結した内容はそ
の報告書に記載された一部に過ぎず、運営指導調査における成果や提言がプロジェクト関係

者へ十分に伝えられていなかったと懸念される。本来、運営指導調査団による提言は、プロ
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ジェクト中間地点における問題点やその後の進め方に関する留意事項について双方関係者

が共通に認識すべき重要事項であり、協議結果を踏まえて必要な事項についてはミニッツに

添付するなどして調査時点で合意形成するとともに、その後関係者が適切にフォローアップ

するための材料として有効活用される必要がある。 
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第７章 総括報告 

 

7-1 プロジェクトの目標達成状況 
 

これまで述べてきたように、本プロジェクトでは、WaBuB（住民グループで組織された森林管

理組合）による参加型森林管理のシステムが確立されつつあり、実際に２つの対象集落におい

て、住民自身によるモニタリング等の森林管理が行われていることから、プロジェクトの目標

はほぼ達成したと判断した。 

実際に、活動の実施状況やアウトプットにおける指標の達成状況を個別に見てみると、人材

育成に係る研修計画の策定やその実施、あるいは境界線決定に関する外部の住民との合意形成

等、一部に完全に実施または達成されていない項目があるのも事実である。そのために、現地

で合意した合同評価報告書には「ほぼ」（mostly）という修飾語がついているが、個々の活動の

実施や、アウトプットの達成はプロジェクト目標を達成するためのプロセスであり、広い目で

見て、対象集落における持続的な参加型森林管理が行われている段階に達しているといえる。 

逆に、ゼロからスタートして、３年間の短い協力期間で、当初のオロミア州政府のプロジェ

クトに対する消極さ、カウンターパートの配置の少なさや兼務による多忙、ほとんどゼロに近

い先方のコスト負担、首都から遠く離れた現場の不便さ等の問題を抱えながらも、オロミア州

政府、現場のカウンターパート職員、地域住民が、それぞれの立場から本プロジェクトの有効

性を認識させるまでに至ったことは、特筆に価する。 

 

 

7-2 プロジェクトの自立発展性 
 

一方、今回の評価では、自立発展性について厳しい評価をせざるを得なかった。本プロジェク

トが予定通り 2006 年 9 月 30 日に終了し、活動をエチオピア側に引き渡した場合、２つの対象集

落における森林管理がある程度は継続、発展する可能性はあるものの、向上したとはいえ、先方

の組織や技術、それに財政負担能力を考えると、上位目標である WaBuB による参加型森林管理が

ベレテ・ゲラ森林優先地域全体に広がっていく可能性はかなり低いと言わざるを得ない。さらに、

プロジェクトで供与した GIS、GPS 等の機材や建設した３つの建物が、適正に利用、維持管理され

るのかも残念ながら疑わしい。そのため、これまでのプロジェクトの成果をもとに、参加型森林

管理を拡大していくとともに、プロジェクトの自立発展性を確保することも、次期フェーズプロ

ジェクトにおいて大きな課題となる。 

 

 

7-3 フェーズⅡプロジェクトについて 
 

提言の項で記したように、フェーズⅡプロジェクトの協力期間は 4年間とし、当初の１年間（第

1ステージ）ではこれまでの活動の実績や経験の整理、WaBuB による参加型森林管理のシステムの

完成、ガイドラインの作成、その後の拡大戦略の策定を行い、また、現プロジェクトで事業を行

っている２集落の活動のフォローアップを行う。その後の３年間（第 2 ステージ）ではベレテ・
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ゲラ森林優先地域内の他地域への活動の拡大を行っていくことになる。 

一方、プロジェクトの自立発展性を確保するため、プロジェクト開始前と開始１年後にエチオ

ピア側の財政負担の条件を課し、それがクリアされなければ、プロジェクトを実施または継続し

ないことで先方と合意した。この条件は先方と話し合って、現状よりは進歩し、かつ実現が不可

能ではないものとしており、このことが将来的に、本当にプロジェクト活動を先方に引き渡した

際の自立発展性の確保につながると考えられる。 

先方の考える具体的な財源としては、政府の通常予算だけではなく、とりあえずは、人工造林

地の木材販売収入が見込まれること、長期的には、プロジェクトで住民を取り込んだ造林事業を

行い、そこからの収入を得られることを期待しているようである。 

このように、現地の日本人専門家が驚くほどエチオピア側が経費負担に関して積極的な姿勢を

示したのは、プロジェクトの進捗にしたがって目に見える成果が表れ、先方のプロジェクトに対

するオーナーシップの意識が向上したこと、及び、評価をエチオピア側評価団員やカウンターパ

ートと一緒に行っていく過程を通して、プロジェクトの自立発展性の重要性が認識されたからと

思われる。この財政負担の条件がクリアできずに、プロジェクトが停止することは日本側の本意

でなく、是非とも、エチオピア側の努力によって条件をクリアし、プロジェクトが継続されるこ

とを望むものである。 
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